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令和７年度第１四半期 苦情審査事案の概要 

令和７年４月１日～６月３０日 
 

 

◆審査を終えた事案 

・会計年度任用職員の面接について〈保健福祉部〉 

【申立事項】 
（１）申立人は、令和７年に受けた○○総合振興局保健環境部保健行政室(○○保健所)の会計年度任用職員の選

考面接において、採用選考の基本的な考え方や配慮すべき事項を示した厚生労働省の「公正な採用選考をめざし

て」に反し、応募者の責の及ばない「親の介護」や、仕事に必要な健康状態を超えた「本人の持病」について質問を

受けたため、その旨を面接担当者に述べ、「質問には答えられない」と返答した。 

面接時に不当な質問を受け、それを指摘したため、結果として不採用という不利益を受けたのではないかと勘ぐ

りたくもなるところであり、苦情を申し立てる。 

今後は、総務部人事課の専門的な人事担当者だけではなく、面接業務に携わるすべての北海道職員が法令・制

度を理解・遵守した上で、会計年度任用職員の採用面接を実施していただきたい。 

 

（２）申立人はハローワークを通じて求人への応募をしたが、ハローワークの「求人票(パートタイム)」には、結果通知

欄に、「面接選考結果通知 面接後 5 日以内」と記載されている。しかし当該面接において面接を行った職員は「採

用結果の通知は、採用予定者についてだけ、○月○日17時半までに電話で連絡します。もし、それまでに電話が

なければ、採用にならなかったと思ってください。」（要旨）と申立人に言った。 

北海道が独自に採用活動を行うのであれば、このような方法でも差し支えないのかもしれないが、ハローワーク

を介在して求人活動を行っている以上、ハローワークの設定しているルールが適用され、採用・不採用にかかわら

ず結果通知することが適正であると考える。決定直後に不採用を連絡されていればすぐにでも次の就職活動等を

開始することが可能であったことや、電話連絡に備え待機することによる心理的な負担等を軽減するため、今後は、

求人票に基づき、採用・不採用にかかわらず、「結果通知」を「面接後５日以内」に実施していただきたい。 

【審査の結果等】－申立の趣旨に沿ったもの－ 
（１）当該面接において、家族の介護に関する質問は、「公平な選考採用をめざして」中の就職差別につながる事項

であり、不適切であったとともに、本人の通院歴などに関しては、採用にあたって応募者の健康状態を知りたいとい

う雇用主側の意図は理解出来るが、高度なプライバシーに関わることでもあるため、予定されている業務の遂行能

力に焦点をあてた、より限定的なたずね方をするのが適当であったと考える。 

面接でこのような不適切な質問や、配慮のないたずね方をすることは、返答を強要していなくとも、応募者に不要

なプレッシャーを与えることになり、本件においても、申立人がこれらの質問への返答の仕方が、不採用につなが

った可能性もあると疑念を感じたことが、苦情の申立てにいたった一因であると考える。 

職員の採用業務において、応募者に不要な不安や道への不信感を与えないためにも、厚生労働省で「公正な採

用選考をめざして」が作成された趣旨を十分理解したうえで、採用面接等を行うべきであると考える。 

 

（２）当該採用選考において、採用決定者のみに連絡をするという方法をとったことは、ハローワークによる求人手続

に沿ったものではなく、またそうせざるを得なかった特別な事情があったとは言えず、不適切なものであったと考え

る。 

また、ハローワークを通じた求人でない場合であったとしても、公共団体である道の機関としては、応募者の精神

的負担の軽減や利益を考慮することが必要であると考える。今後の採用選考にあたっては、特別な事情や定めの

ないかぎり、採用・不採用にかかわらず、決定後速やかに応募者に連絡を行うなど、応募者の立場に立った対応を

取られるよう要望する。 
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・審査請求に係る事務処理の遅滞等について〈総務部・教育委員会〉 

【申立事項】 
（1）公文書開示請求に係る審査請求における事務処理の遅滞について（教育委員会） 

北海道情報公開条例（以下、「公開条例」という。）第２１条第３項では、努力義務ではあるが、「審査請求があった

ときは、その日から起算して３月以内に当該審査請求に対する裁決を行うよう努めなければならない。」と規定して

おり、実施機関は同制度の公正かつ迅速な救済手続きの趣旨を踏まえ可及的速やかに事務処理を行う義務を有す

るが、処分庁たる教育庁総務課(以下、「総務課」という。)は、申立人が令和４年○月○日付けで行った行政不服審

査法の規定による審査請求について、約３年が経過しているが未だ裁決を行っていない。 

（処分庁による主な事務処理に要した期間） 

○ 総務課が審査請求受理後、審査会への諮問までに要した期間（11か月）のうち 

ア 審査請求から弁明書の送付まで（３か月半） 

イ  反論書の提出から再弁明書の送付まで（約１か月） 

ウ 再弁明書の送付から口頭意見陳述まで（約１か月） 

エ 口頭意見陳述から審査会への諮問まで（４か月） 

○ 審査会への諮問から答申まで（1年１０か月）－総務部 

○ 審査会から答申が示されて以降、約3か月（苦情申立て申請日現在）が経過するが、未だに裁決はない。 

 

  総務課は早急に裁決書を作成し申立人に送付するとともに、審理手続きが遅延している理由の説明を求める。 

なお、総務課はこれ以前においても同様の事務処理の遅滞があり、その際に申立人が行った苦情申立ての審査

結果（「申立ての趣旨に沿ったもの」）を踏まえ、再発防止を表明したにもかかわらず、同時進行していた本事案に

ついて同様の遅滞、過怠を行っており、苦情審査委員制度が機能していないと云わざるを得ない。 

 

（2）審査請求事務処理全般の迅速化について（総務部） 

本事案において、審理手続きの遅延の原因は、処分庁による事務処理の遅滞だけではなく、総務課が諮問通知

後、審査会の答申までに１年１０か月を要するなど、公開条例第 21 条の規定が運用の実態と乖離していることにあ

る。 

審査会事務局である総務部行政情報センター（以下、「行政情報センター」という。）に確認したところ、「ここ数

年、情報公開請求に係る審査請求が急増し、審査件数を裁ききれない状況が続いている」との説明があった。 

審査会は、審査請求案件ごとに各部会で２回から３回審議した後に全体会に部会案を提示し、答申案を確定する

が、部会及び全体会は月１回の開催であるため、最短でも３か月または４か月必要である（申立人がこれまで行った

審査請求においても、諮問から答申まで最短で３か月、平均で６～8か月要している）。 

現状では、審査会に係る事務手続きだけでも公開条例第２１条第３項の規定をクリアすることは困難であり、その

他弁明書の作成や口頭意見陳述などの手続きが必要なことから、本規定の運用は事実上・実態上不可能である。 

これまで処分庁は同規定を「努力義務規定に過ぎない」と解釈し、恣意的にその期間を徒過しており、申立人は

こうした実態を再三指摘し、その是正を求めてきたにもかかわらず、行政情報センターは処分庁に対する指導や事

務処理の迅速化に関する規定の整備等を行なわず、公開条例第２１条第３項の規定と実態との乖離についても、そ

の事実を認めながら、条例の改正や乖離の解消に関する方策などについて全く検討してこなかった。 

公開条例所管課である行政情報センターにおいて、この規定に沿った運用を行うような方策を講ずるか、または

条例規定自体の改定を検討するよう強く求める。 

 

【審査の結果等】－申立の趣旨に一部沿ったもの－ 
(1) 本事案について、審査請求から裁決まで約3年かかっており、公開条例第21条第3項の規定（「3月以内」）か 

ら大きく乖離しているのは明らかである。 

そのうち審査会への諮問までに 11 か月を要するなど、時間がかかりすぎている感は否めない一方で、総務課で

はこの間、早急に対応する必要のあった重大案件（懲戒処分）により業務が輻輳するとともに、申立人からの別件文

書開示請求（2件）への対応など、考慮されるべき事情があったことも確認できる。 

次に、審査会への諮問から答申まで1年10か月を要しているが、審査会の運営にかかる業務は、高度にその事

務担当部署と審査会の裁量に任されるべきものであり、その裁量を逸脱していると思われる点は確認できなかった。 
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また、審査会の答申が出てから裁決までに 3 か月近くかかっていることについて、答申の内容は「開示請求にか

かる公文書について非開示とした部分のうち一部分を開示すべき」というものであり、請求人の権利救済という点か

ら、より早期に裁決に至るのが望ましかったと考える。 

業務量全体と各業務の優先順位の調整は､担当部署の裁量に任されるとともに、本事案については総務課に考

慮すべき事情もあり、申立人のいう「意図的な過怠、怠業」との非難にまでは当たらないと考えるが、請求者の権利

利益の救済を図るといった行政不服審査制度の趣旨を踏まえ、今後は業務の優先順位を考えるにあたって、道民

の知る権利を十分尊重したスケジュール感を持って業務を進めていただきたい。 

さらに、前案件に係る苦情審査結果が総務課内で共有されていなかったことについて、審査結果は北海道教育

庁教育部長あてに通知されており、その組織下にある部署に共有されてしかるべきであったが、組織ラインの問題

で共有されていなかったという内部的な理由は申立人の理解を得にくく、苦情審査委員制度の意義という点から考

えても残念なことであったと考える。 

なお、総務課は令和6年度から、苦情審査結果の四半期報告で教育庁に対して審査結果が出た場合は､教育庁

内で周知を図っているとのことである。 

今後とも､他の部署でも起こりうる苦情の審査結果については、その知見が積み重なってその後の道政に十分反

映されるように、情報の周知、共有を行うよう要望する。 

 

（2） 審査請求に対する裁決までの処理日数について、公開条例第21条第3項の規定（「3月以内」）と実態に大き

な乖離があるのは事実であるが、個々の審査請求事案について、業務の輻輳や内容の複雑さなど期間が長くかか

った理由として考慮すべき点があることも伺われる。 

むしろ課題は、本苦情申立てに至るまで、行政情報センターが審査請求処理状況の詳細を具体的な数字データ

として把握していなかったことであり、実際に審査請求から裁決に至るまでのどの段階で遅滞が生じ、それがどうい

う理由によるものかなど、今後の改善方策等の検討にあたって、現状について客観的な数字で示されることが必要

と考える。 

 また、審査請求の処理事務は、①審査請求から審査会への諮問まで、②審査会による審議、③審査会の答申か 

ら裁決までの３つの段階を経るが、総務省では申し合わせという形で、処分庁における事務処理（①及び③）の日

数規定を設け、これを超えた事案の数や割合、その理由と防止策を公表しており、他の自治体も参考にしている。 

  道においては、審査請求から裁決まで全体としての日数（「３月以内」)を規定し、そこには道民の公正迅速な救

済手続きを十分尊重するという意思が込められており、それと矛盾する運用上の日数規定を定めることはすぐには

困難かもしれないが、現状のように規定と実態が大きく乖離したままであると、「道は 3 か月というのはあくまで努力

義務にすぎないから、それを超えた場合に歯止めなく時間がかかっても仕方ないと認識しているのではないか」な

どの疑念や、「恣意的にその期間を徒過しているのではないか」とのそしりを受ける可能性がある。 

  本件は、情報公開制度における公開条例第21条第3項の趣旨と現状との乖離を改善するための問題提起であ

り、これをひとつの契機として、今後は行政情報センターで、各ステージごとに要した日数等の処理状況を取りまと

めて把握した上で、できれば情報公開制度実施状況報告において何らかの形でそれを反映させる等を検討してみ

てはどうか。 

審査請求処理業務が抱えている課題点を組織内や道民に理解してもらうことにより、道として道民利益を常に意

識し、それを叶えるための真剣な取り組みを行っている姿勢を示すことにつながるのではないかと考える 

 

 

◆審査中の事案 

・苦情審査を受けての対応について〈総務部〉 

・医療相談における秘密保持について〈保健福祉部〉 

・苦情審査に係る虚偽の弁明について〈保健福祉部〉 


